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(0.4）
明
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-63.0％と最も多く，他の経営部門と並列的な組織として位置付けられてい
る形態-14.8％を占める。内部監査とコーポレイトガバナソス問題は，所属
組織形態と密接な関係を有し，内部監査部門の所属と独立性（一般に内部監
査は経営者又は管理者の意思決定の下に位置し，経営者による管理組織の一
環をなす）の問題として提起され，経営者と監査人間における組織上の独立
性を欠くこととなる。経営者監督機能を内部監査機能によって代替すること
には，独立性との限界がなするのである。コーポレイトガバナソスとして内
部監査は補充的，補完的監視システムとして機能することとなる。
公認会計士による法定監査とコーポレイトガバナソス効果についてみると，
公認会計士による法定監査（昭和56年，商法特例法第2条，次の各号の一に
該当する株式会社は，商法第281条件第1項の書類一について監査役の監査
のほか，会計監査人の監査を受けなければならない。(1)資本の額が5億円以
上であること，(2)最終の貸借対照表の負債の部に計上した金額の合計額が20
0億円以上であること。証券取引法上の監査）は例えば証券取引法第1条
（目的）この法律は，国民経済の適切な運営及び投資者の保護に資するため，
有価証券の発行及び売買その他の取引を公正ならしめ，且つ有価証券の流通
を円滑ならしめることを目的とする。と規定され，投資者の保護と国民経済
の適切な運営を維持するシステムとして，会計及び監査の制度が具体化され
ているのである。会計制度においては企業財務内容の情報開示システムとし
て企業会計原則等の統一的会計認識・測定・報告基準の設定，又統一的会計
基準準拠性に対する信頼性，公正性の確保の認証システムとして驍杳基準の
設定がなされ，監査制度として社会的に機能しているのである。
公認会計士による法定監査システムは，コーポレイトガバナソスとの関連
において，(1)会社経営者への経営監査機構として，専門の監査機関としての
位置付けと，専門家（監査基準，一般基準，①企業が発表する財務諸表の監
査は，監査人として適当な専門的能力と実務経験を有し～，②監査人は，事
実の認定，処理の判断及び意思の表明を行うに当って，常に公正不備の態度
を保持し～，③監査人は～職業的専門家として正当な注意をもって行わなけ
ればならない。～）としての経営監査機能として位置付けられるのである。
法定監査システム内における経営者監督機能は，企業経営の業務執行機関
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及び管理機関としての取締役（会）の経営活動のうち企業の経営成績及び財
政状態を中心とする会計情報の公正性保証に対する遵定性批判による行動規
制として機能するのである。
法定監査システムと経営者監督機能は，会計的判断，処理基準としての社
会的合意を経た会計諸規則における準拠性，及び遵守性又第三者による，企
業開示内容の信頼性の確認というプロセスの社会的規制を受けることにある
のである。ただ，法定監査に係わる経営者及び利益関係者間における監査有
用性（目的）の多元化指向一監査ニーズーとの関係において，監査機能と社
会的期待ギャップが，例えば株式資本所有構成の変化と株主への経営情報開
示期待（資本株式一所有の法人化と監査機能一）の変化が顕著となってきた
のである。ここに法定監査の監査対象の量的拡大，質的変化が補完的情報と
して求められてきたのである。
注(1)栗田健一郎，「平成3年度株式分布状況調査結果の概要」，『商事法
務』，伽1297,14～19頁．
（2）中島修三，『株式の持合企業法』，117頁，98頁．
(3)F.N.ストークマソ,R・ツイーグラ,J.スコット，上田義昭訳
『企業権力のネットワーク』，7～17頁．
（ｲ）金融資本モデル
（ﾛ）相互調整，支配モデル
（'リ資源依存モデル
（二）経営者支配モデル
（ﾎ）階級凝集モデル
（4）水口宏,｢日本大企業における『株式会社』の蘇生｣『財界観測』,1993.5,27頁．
経営者支配の克服する株主主権の実質的回復．
（5）商事法務研究会，「株主総会白書」，『商事法務』，1993年版,120頁．
（6）森実，『リスク指向監査論』，138頁．
結語
自己株式の取得による経営支配権の確保と強化は，経営支配権の固定化と
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会社支配権の歪曲化の弊害が指摘される。商法における経営者監督機能は株
式の法人化所有（安定株主工作）の高度化とともに，監査役機能の制度内在
的不備と形骸化，経営者監督機能の稀釈化現象を醸し出し，ここに経営者行
動の専横による株主権の相対的減退，強いては清破産，証券不祥事等の発生
を容認するにいたった。かかる経営者支配に対する，株主権の再生（コーポ
レイトガバナソス）策として，株主代表訴訟，社外監査役及び監査役制度の
整備，法定監査機能の整備と拡大等イソフラストラクチャーの構築が急がれ
てきたのである。株式会社制度の機能の不備と経営者支配の制度的基盤の上
に展開された経営者支配と経営者監督施策について株式所有形態の実態との
関連の下にここに新たな展開をみるに至ったのである。
注図5「経営者支配を支える制度的基盤の概念図」に示される構成諸因に
ついては，別稿とする。
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